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１．はじめに 
 2019 年 4 月 1 日、改正入管法施行により外国人材の受入が本格的に進むこととなり、関
連するニュースがマスコミをにぎわしている。その一環として日本語教育や教育人材（日
本語教員、日本語教師という表現も含め）に関する動きも、たとえば国家資格としての検
定試験などが取りざたされるようになってきた。外国人の日本語教育を担う人材の国家資
格はまだ存在しないが、遡ること約 30 年余、1985 年にはじめて「日本語教育のための教員
養成について」（文化庁）が発表され、日本語教育能力検定試験合格、専門学校等での日本
語教師養成研修（420 時間）修了と並んで、大学における単位取得者がいわゆる有資格者と
して認識されてきた。その後 2000 年に大学における専攻・副専攻の廃止、教員養成として
必要な 3 領域 5 区分の教育内容が明示された。各大学での教員養成はそのガイドラインに
従う形で教員養成プログラムが構成されているが、日本語教員養成を主とした専攻という
より、多くは外国語学部、国際関係学部など幅広い学問領域を専攻する者に対して副専攻
的に資格取得が可能となっている（2018 文化庁）。 
 筆者の携わる日本語教員養成プログラムは日本語日本文学科にあり、教職課程、司書資
格課程などと並んで希望者に対して取得の機会が提供されている。資格取得がすなわち職
業選択に直結するわけではない指摘があるにせよ、文学部日本語日本文学科における伝統
的な国語国文学科としての教学内容に多様な視点を加えている点で、今日的な教養の一環
という意味付けも認められるだろう。 
 さて本稿では、上述のような大学教育における日本語教員養成プログラムを履修している
学生が、大学 4 年生で必修科目として課さている卒業論文研究において、どのようなテーマ、
研究手法を選択しているかを、過去 10 年間（約 150 件）のデータを対象に検討を試みる。
卒業論文研究がすなわち学生の 4 年間の学びを代表するわけではないが、集大成として取り
組むプロジェクトととらえるならば、テーマ選定分析を手掛かりに大学教育の中で彼らがど
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のような学びを深めているのかをはかることができるのではないだろうか。また大学にお
ける日本語教員養成教育の特色あるいはその意義が見いだせるのではないか、というのが
並行した目論見である。 
２．文化庁 2018 年報告書における【養成】 
2-1 日本語教育人材の役割・段階・活動分野 
外国人材受入拡大の流れの中、2018 年文化庁より『日本語教育人材の養成・研修の在り
方について（報告）』が発表され（以下『2018 年報告』）、そこでは多様な外国人材を日本社
会の様々な場面で支援する立場にある者を「日本語教育人材」とよび、役割によって「日
本語教師、日本語教育コーディネータ、日本語教育支援者」としている（表１）。 
表１ 日本語教育人材の分類 
役割 段階 活動分野（対象） 備考 
日本語教師 【養成】 特定なし 教育実習が必要 
【初任】 生活者としての外国人 【養成】修了者 
当該分野で新たに日本語教育
にかかわる者 
【初任】 留学生 
【初任】 児童生徒等 
【中堅】 分野横断的 2400 単位時間以上の経験を有
する者 
日本語教育コーディネータ 地域日本語教育コーディネ
ータ 
3 年以上の実務経験者 
主任教員 日本語教育機関での常勤3年以
上の者 
日本語教育支援者 多文化多言語に関心を持つ者
（表１）の【養成】【初任】【中堅】等の段階に対する名称は、2018 年報告書で示された
ものであり、その後、各段階に対する研修プロジェクトが展開されつつある。この概念に
したがうと、大学における日本語教員養成プログラムは【養成】を担うことになる。 
『2018 年報告』では、「日本語教育人材に求められる資質・能力」について、以下の１）
～３）をあげ、特に３）の役割・段階・活動分野ごとの日本語教育人材に求められる資質・
能力について詳細を示している（P20～P27）。 
１）日本語教育人材に共通して求められる資質・能力 
２）専門家としての日本語教師に求められる資質・能力 
３）役割・段階・活動分野ごとの日本語教育人材に求められる資質・能力 
2-2 日本語教師【養成】に求められる資質・能力 
（表２）は「日本語教師【養成】に求められる資質・能力」（P20 表１）をもとに筆者が
概要を作成したものである。【養成】の段階で培うことが求められる資質・能力は「知識、
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技能、態度」の３領域に分けられ、それぞれ詳細が述べられている。ちなみにこの「知識、
技能、態度」は、【初任】【中堅】の段階でも、日本語教育コーディネータ、日本語教育支
援者の役割においても育成されるべきものとしてあげられている。 
表２ 日本語教師【養成】に求められる資質・能力 
日本語教師【養成】に求められる資質・能力
【知識】 言語 ①外国語、日本語、発達、習得 ②文化（学習者の背景）
日本語教授 ③コースデザイン ④カリキュラム ⑤教材 ⑥社会言語 ⑦多文化共
生 ⑧言語評価 ⑨授業分析 
日本語教育の 
背景 
⑩世界情勢、社会環境 ⑪国際協力、教育施策
【技能】 教育実践能力 ①コース運営 ②教授法の選択 ③授業実施 ④教材教具の使用、教材
作成 ⑤実践的コミュニケーション能力 ⑥授業分析の実践 
学習者支援力 ⑦指導・評価力 ⑧リソース活用支援 ⑨日本語のコントロール
社会とつながる
力を育てる力 
⑩学習者の日本語による社会化支援
【態度】 言語教育者とし
ての 
①日本語および諸外国語への関心 ②歴史、文化、社会と言語への関心
と運用への意欲 ③日本語教育の社会的を認識し、実践を客観的に捉え
学ぶ態度 
学習者に対して
の 
④言語・文化の相互尊重 ⑤教授者の権威性への批判的姿勢
文化的多様性・社
会性への 
⑥異文化への柔軟な価値観、興味を持ち、多様な関係者と連携する態度
⑦日本社会・文化伝統を尊重と学習者の言語・文化の多様性への尊重
この表から読み取れるのは、【養成】において日本語教育に関する基礎的かつ専門的な【知
識】を身に着け、実際の授業運営を可能にする【技能】を習得し、日本語教師として心が
まえとしての【態度】を備えることである。文化庁のガイドラインによると、26単位（副
専攻相当）あるいは45単位（主専攻相当）を取得すると資格認定とすることが可能になる
が、その枠組みでこれらの内容を修得するためには、大学も学生も双方のかなりの努力が
必要である。 
３．事例研究：卒業論文研究テーマ分析 
3-1 対象と方法 
 日本語教育ゼミの過去 10 年にわたる卒業論文研究を、テーマ及び内容や研究手法から分
析し、本学科日本語教員養成プログラムの学修からどのような資質・能力を獲得している
かを検討する。その際、『2018 年報告』にある【養成】の「日本語教育人材に求められる資
質・能力」の枠組みを分析指標として用いることにする。 
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3-2 日本語教育ゼミと卒業論文研究 
 筆者の担当する大学３年（演習Ⅰ）4 年（演習Ⅱ）、いわゆるゼミの紹介としてゼミ選択
をする 2 年生を対象に以下のような案内文を示している（『文学部日本語日本文学科ゼミ選
択について』より）。 
 
１．演習の目的とフィールド 
日本語教育学は〈第二言語として日本語を学ぶこと・教えること〉について考える領域
です。対象は日本語学習者のことばだけでなく、置かれた社会や時代そのものでもありま
す。したがって研究ではことばと人（学習者、教師など）が現れる「場」に対する視点も
重要になります。ゼミではこれらについて考え、そのプロセスを的確に人に伝える力を育
成することを目指します。 
2．授業の進め方 
演習（ゼミ）は学生の積極的な参加がなければ成立しません。学期毎に必ず〈発表担当〉
があります。3 年前期は〈日本語〉に関する基本的事項についてテーマを選んで調べ、グ
ループ発表を行います。担当者はゼミ生全体が参加できるような活動を企画し、アクティ
ブな働きかけを通じて学べるよう運営します。後期はプロジェクトワークで、日本語教材
開発や交流会企画運営などを行います。これによって企画、運営、調整、交渉、連絡など、
いわばコミュニケーションの鍵となる基礎力を養います。 
4 年生は「卒論研究」が中心になります。前期は卒論の研究計画発表、文献収集にはじ
まり、予備調査、夏休みに本調査とデータ収集、そして後期に中間報告会を経て論文を仕
上げていきます。卒論は長期的な個人プロジェクトと言えます。 
3．主な研究テーマ 
【日本語教育】第二言語習得、コミュニケーション能力、学習動機づけ、異文化接触、 
異文化コミュニケーション、日本語教育史、ライフヒストリー、多言語図書館、等 
【日本語学】語彙、言語生活、ネット用語、若者ことば、語用論、談話分析、SNS 分析 
4．学習者・教育現場との出会い 
自分自身のことばに対する洞察力を育てるため、ゼミではビジター・セッション（訪問
者の受入・交流会）や日本語学校訪問等の機会を設けます。〈日本語〉を手がかりに、私
たちは世界中の人々とどのように関わり合うことができるのか、そのためにどのような力
を育てていくことが必要なのか、フィールドで見て、感じて、考えること、ゼミ活動では
それを大きな学習目標としています。 
 
 この案内を読み、ゼミ訪問などを行ったうえでゼミを選択して大学の後半生活を送ることに
なる。 
いうまでもなく、日本語日本文学科の学修は日本語教育関連科目だけではない。文学・
言語・文化に関する幅広い科目があり日本語教育科目はそれと共存している。日本語教育
ゼミでは、それら学科科目で修得してきた内容を踏まえたうえで、日本語教育現場や学習
者との接点をもつ活動を行い、そこから卒業論文研究への手がかりをえることを目的とし
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ている。3 年間の学修を経て 4 年生では就活をしながら卒業論文研究に取り組む。2009 年
度から 2018 年度にわたる 10 年間に、筆者の下で合計 144 名のゼミ生が在籍し卒業論文研
究を行った。そのうちごく少数の例外は除いて、日本語教員資格に関係する科目を履修し
所定の単位を取得したうえで日本語教員資格を得ている（注１）。 
彼らはどのような知識と出会い、どんな能力が必要と認識し、どのような学びの態度を
涵養しているのだろうか、卒業論文研究のテーマからそれらとの相関関係を読み解く。 
４年生での卒論研究のプロセスは（表３）のとおりである。 
  
表３ 卒論研究の日程と課題原稿 
３年生春季休暇：卒論テーマ決め、参考文献リスト作成 課題/A4 3 枚（3000 字） 
４年生前期：卒論構想発表発表/一人 30 分、 課題/A4 5 枚（5000 字） 
後期：卒論中間報告/一人 15 分、 課題/A4 10 枚（10,000 字） 
12 月上旬：草稿提出 課題/A4 20 枚（20,000 字）をめどに 
1 月上旬：卒論提出 
2 月上旬：口頭試問としての卒業論文発表会 
 
3-3 卒業論文テーマ：日本語教育にかかわらない研究 
卒業論文のテーマは、大きく分けて「日本語教育に関するもの」と「特に日本語教育に
はかかわらないもの」に分けられる。後者には、以下のようなものが挙げられる。 
１）日本語学（特に日本語教育と関わらないテーマを用いたもの） 
・オノマトペ ・若者言葉 ・新語/死語 ・方言 ・名づけ ・SNS と言語表現等 
２）社会/文化/文学 
・ジェンダー ・メディアミックス ・キャリアデザイン ・文学作品研究等 
 ３）教育（日本の学校教育） 
・国語教育 ・英語教育 ・教育政策 ・言語政策等 
 
3-4 卒業論文テーマ：日本語教育に関する研究 
 卒業論文研究テーマのうち、日本語教育に関するテーマを拾い出し、それを（表２）の
「日本語教師【養成】に求められる資質・能力」の枠組みに照らして列記した。【知識】【技
能】【態度】のうち、ほとんどは【知識】に関するもの分類される。ただし、研究内容や手
法によって、いくつかの領域にわたるものもある。 
 
【知識】  
【言語や文化に関する知識】 
 ・習得（人称詞、呼称、音声、文字、敬語、転移等） 
 ・学習者要因（言語背景、動機付け、母語別要因：英語、韓国語、中国語、ベトナム語等） 
 ・対照言語（英語、韓国語、中国語） 
 ・翻訳（英語、韓国語、中国語、字幕、吹替等） 
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3．主な研究テーマ 
【日本語教育】第二言語習得、コミュニケーション能力、学習動機づけ、異文化接触、 
異文化コミュニケーション、日本語教育史、ライフヒストリー、多言語図書館、等 
【日本語学】語彙、言語生活、ネット用語、若者ことば、語用論、談話分析、SNS 分析 
4．学習者・教育現場との出会い 
自分自身のことばに対する洞察力を育てるため、ゼミではビジター・セッション（訪問
者の受入・交流会）や日本語学校訪問等の機会を設けます。〈日本語〉を手がかりに、私
たちは世界中の人々とどのように関わり合うことができるのか、そのためにどのような力
を育てていくことが必要なのか、フィールドで見て、感じて、考えること、ゼミ活動では
それを大きな学習目標としています。 
 
 この案内を読み、ゼミ訪問などを行ったうえでゼミを選択して大学の後半生活を送ることに
なる。 
いうまでもなく、日本語日本文学科の学修は日本語教育関連科目だけではない。文学・
言語・文化に関する幅広い科目があり日本語教育科目はそれと共存している。日本語教育
ゼミでは、それら学科科目で修得してきた内容を踏まえたうえで、日本語教育現場や学習
者との接点をもつ活動を行い、そこから卒業論文研究への手がかりをえることを目的とし
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・非言語コミュニケーション（対照研究、表情、ジェスチャー、あいづち、服装、香り、 
ピクトグラム等）   
・社会言語（方言、非用、フォリナートーク、ベビートーク、言語行動、談話分析、 
敬語、配慮、ポライトネス等） 
・言語と心理（ビリーフス、楽しさ、葛藤、異文化ストレス・学習動機づけ等） 
・文化（ハラル対応、多言語図書館、観光産業、おたく文化等） 
【日本語の教授に関する知識】 
・教材分析（日本語教材、外国語教材との比較：英語、韓国語） 
・教授法分析、教材比較 
・外国語検定分析（英語、韓国語、中国語、日本語） 
【日本語教育の背景】 
・学習者の出身地背景（韓国、ベトナム、オーストラリア） 
・政策/施策（言語政策、留学生施策、言語サービス、多文化共生、言語権） 
・教師研究（ライフヒストリー、ライフストーリー） 
・学習者別（年少者、難民、識字教育） 
・言語調整（「やさしい日本語」、語彙・文型のコントロール等） 
・学校教育（小学校の英語教育、高校での留学生受入、多文化教育実践等） 
・メディアと学習（ドラマ、アニメ、SNS、映画、歌詞等） 
3-5 卒論研究と「自分の経験から学ぶ」こと 
 ところで、卒業論文研究をみると、いくつかには「自分の経験から学ぶ」「経験を理解す
る」手法を用いたものがみられる。それらをタイプ A とタイプ B に分類する（表 4）。 
タイプ A は留学生との出会いによって、言語的習得の側面からその問題点をインタービュ
ーやアンケートで解明しようとした研究である。習得の対象は、敬語、自称詞、表現の男
女差、カタカナ語、フォリナートークなど多岐にわたるが、いずれもネイティブ規範の習
得の度合いを測るのではなく、「なぜ、どのように彼らは習得をしているか、あるいはして
いないか」に焦点を当てた研究設問を立てている。中には「外国人にとって方言学習の意
味はどこにあるのか」という問いもある。ここには学生が履修科目の学修に加え、交流会
やボランティア活動から【知識】を深め【技能】を獲得するとともに、多文化理解に対す
る【態度】を育てているプロセスが確認できる。 
 一方で、タイプ B は、自らが大学生時代あるいはそれよりさらにさかのぼって、異文化、
多文化、言語学習などの経験を振り返り、そこにどのような意味があるのかについて探求
する研究である。自らが対象になる場合もあれば、協力者（参加者）と自分との関わりを
たどることで、理解していくものもある。表４タイプ B 中にある「LLH」「LUH」は、LLH
（Language Learning History、言語学習ヒストリー）、LUH（Language Use History、言
語使用ヒストリー）の略語である。これについては後述する。 
タイプ B の１は、韓国留学をテーマに 2010 年代の自分の留学経験と 1980 年代の若者の
― 55 ―
（7） 
 
それとを、時代背景をたどりつつ描いた。２は、日中ハーフ（本人の記述に拠る）である
自分の言語学習歴を、中国語との出会いを鍵に描いた。３は、日本人である本人が、小学
校から高校まで「民族教育」を行う学校に在籍していた経験と、韓国語学習歴を記述する
とともに、その指導者である外国籍の学校教員らにインタービューし、ある意味で独特の
多文化教育を自らが経験してきたことを確認している。４は、韓国人学生がよく口にする
「スペック」という言葉をカギにして、SNSを用いてデータを収集し日韓の大学生の就職や
人生設計の相違を体験的に記述した。５は、アルバイト先で出会ったあるアメリカ人青年
―日本育ちであるが日本語学習歴がない 10 代の男性―との出会いから、その言語環境を描
きつつ、同時に自らの言語学習ヒストリーを振り返った研究である。 
いずれの研究も、自らの経験が研究の出発点であり、20 歳を過ぎたばかりとはいえ、こ
れまでの歩みの中で自らがたどってきた人生経験の意味を深める意欲的研究であった。こ
れらには【知識】的側面よりは、そこから探求していく【技能】と、何より研究を推進す
る力である【態度】の成長が強くかかわっているのが認められる。 
 
表４ 自らの経験から学ぶ研究 
タイプ A 卒業論文タイトル 研究方法（テーマ） 
１ 韓国人留学生の日本語における敬語表現 インタービュー（敬語習得） 
２ 
 
日本語教育における「方言教育」の必要性―関西在住
の大学留学生を対象とした調査から 
アンケート（方言学習） 
 
３ 
 
日本語学習における心理的要因―上級学習者へのイン
タビュー分析から― 
インタビュー（自称詞習得） 
 
 
タイプ B 卒業論文タイトル 研究方法（テーマ） 
１ 
 
80 年代の韓国渡航体験と自分の留学体験を比較する
 
ブログ記事分析 
ライフ・ヒストリー（LLH） 
２ 
 
「移動するこども」が言語を学修する理由-日中ハーフ
の私が中国語を学修することの意味から- 
セルフ・ライフヒストリ （ーLLH）
 
３ 
 
体験的異文化教育と民族教育～日本人の視点から～
 
セルフ・ライフヒストリ （ーLLH、
LUH）と協力者インタビュー 
４ 
 
日韓大学生の就職活動比較～「スペック」をめぐって
 
SNS による協力者インタビュー
（LUH） 
５ 
 
複言語環境で育ったこどもの言語ヒストリー
 
セルフ・ライフヒストリ （ーLLH）
と協力者インタビュー 
  
４．考察 
4-1 【知識】と【技能】について 
 多くの卒業論文は、日本語教育そのものにかかわる研究でなくても、それに知的刺激を
うけて研究の問を立てて取り組まれたものであることがわかる。日本語・日本文学を守備
範囲にいれると、当該ゼミで行われてきた卒業論文研究は、本学科における日本語教員養
成プログラムのカリキュラムポリシーに合致しているといえる。 
 一方【技能】に関しては、卒業論文研究に現れることは少なかった。これはむしろ教育
実習に関連する科目が担っており、とくに学外実習である「日本語インターンシップ」の
検証によって、その妥当性が明らかになるものと思われる。 
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 ・学習者の出身地背景（韓国、ベトナム、オーストラリア） 
 ・政策/施策（言語政策、留学生施策、言語サービス、多文化共生、言語権） 
 ・教師研究（ライフヒストリー、ライフストーリー） 
 ・学習者別（年少者、難民、識字教育） 
 ・言語調整（「やさしい日本語」、語彙・文型のコントロール等） 
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 ・メディアと学習（ドラマ、アニメ、SNS、映画、歌詞等） 
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 ところで、卒業論文研究をみると、いくつかには「自分の経験から学ぶ」「経験を理解す
る」手法を用いたものがみられる。それらをタイプ A とタイプ B に分類する（表 4）。 
タイプ A は留学生との出会いによって、言語的習得の側面からその問題点をインタービュ
ーやアンケートで解明しようとした研究である。習得の対象は、敬語、自称詞、表現の男
女差、カタカナ語、フォリナートークなど多岐にわたるが、いずれもネイティブ規範の習
得の度合いを測るのではなく、「なぜ、どのように彼らは習得をしているか、あるいはして
いないか」に焦点を当てた研究設問を立てている。中には「外国人にとって方言学習の意
味はどこにあるのか」という問いもある。ここには学生が履修科目の学修に加え、交流会
やボランティア活動から【知識】を深め【技能】を獲得するとともに、多文化理解に対す
る【態度】を育てているプロセスが確認できる。 
 一方で、タイプ B は、自らが大学生時代あるいはそれよりさらにさかのぼって、異文化、
多文化、言語学習などの経験を振り返り、そこにどのような意味があるのかについて探求
する研究である。自らが対象になる場合もあれば、協力者（参加者）と自分との関わりを
たどることで、理解していくものもある。表４タイプ B 中にある「LLH」「LUH」は、LLH
（Language Learning History、言語学習ヒストリー）、LUH（Language Use History、言
語使用ヒストリー）の略語である。これについては後述する。 
タイプ B の１は、韓国留学をテーマに 2010 年代の自分の留学経験と 1980 年代の若者の
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4-2 【態度】について 
 日本語教師としての資質・能力に【態度】が挙げられているのは、『2018 年報告』の一つ
の特徴であり挑戦であろう。はたして【態度】をどのように修得するのか、それに明確に
応えることは容易ではない。この点について中井らは、熟練した日本語教育は・研究者の
語りを読み聞くことで、学部生・大学院生の【態度】の涵養につながるかを分析している
（中井他 2019）。 
 ロールモデルの体験から学ぶことの重要性は言うまでもない。ただ、何らかのお手本を
提供する以外に【態度】を養うことはできないのだろうか。本稿では、日本語教育そのも
のは未経験者である大学生が、大学教育（学修内容、交流会、教育実習など）をきっかけ
にして【態度】を養う可能性があるのかどうかを検討するため、卒業論文のテーマや研究
手法を対象に分析を試みた。特に、学生が自らの経験の意味を考える研究を見ると、そこ
には明らかに【態度】に記述された内容、つまり「言語教育者としての態度」「学習者に対
する態度」「文化的多様性・社会性への態度」こそが、彼らの研究を推進するものであるこ
とが見てとれる。このようなテーマに学生全員が出会えるわけではないだろうが、自らを
深める卒業論文の在り方を彼らに示すことによって、自らへの問いかけの場、学びの場と
して研究をとらえる可能性を見出すことができるのではないだろうか。 
4-3 LLH（言語学習ヒストリー）の視点から 
90 年代より英語教育者である Murphey は、質問用紙を用いて学習者の言語学習経験を振
り返る活動（LLH: Language Learning History 言語学習ヒストリー）を実践している。こ
れによって学習者自身の言語学習観、教師の言語教育観を知ることができ、さらに学習者
相互理解、教師の学習者理解へと導く手法を事例とともに紹介している（Murphey 2005）。
LLH は外国語学習という行為によって、自身（学習者/教師）が何を経験し、何を感じ、そ
れをカギにどのように意識や考え方が変容し（すくなくとも影響を受け）たかを検討する
手法である（岩本 2010）。宮副はそこからさらに LUH（language Use History）という概念
に発展させ、複言語話者の社会人に対して調査を行い、個人の言語学習、言語使用を共同
体への社会参加、さらに人生における意味づけの視点から分析している（宮副 2015）。それ
によって言語教育プログラムを「多文化・多言語接触場面の参加者の社会化や交渉（規範、
発話意図、語用などにかかわらず）の重要性」の視点から考察する可能性を示唆している。 
10 年にわたる日本語教育ゼミ所属学生の卒業論文を分析していくうちに、筆者は特にタ
イプ B に分類した研究が、図らずも LLH，LUH の作業や概念に一致するものであることに
気づいた。彼らの研究手法は、日本語教育に関する学修の場で出会ったできごとや人物、
その関わりを客観的に記述するだけでなく、それ以前の経験を自分のヒストリーとして記
述し内省して意味を深めるとともに、社会的文脈の中で再構築を試みるものである。きっ
かけは大学における日本語教育学との出会いであり、外国語としての日本語教育現場に触
れながら彼らは自発的に問題意識を萌芽させていた。教師である筆者は学生との対話の中
でそれを見出し、そこから研究を深めることを勧め、研究支援の一環で LLH に近い手法を
紹介したのである。 
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ロールモデルの体験から学ぶことの重要性は言うまでもない。ただ、何らかのお手本を
提供する以外に【態度】を養うことはできないのだろうか。本稿では、日本語教育そのも
のは未経験者である大学生が、大学教育（学修内容、交流会、教育実習など）をきっかけ
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「日本語教育」は教師養成プログラムを履修する母語話者である学生にとって「外国語
学習」とは言えないが、外国語としての日本語と出会うこと、日本語学習者と接すること、
学習者の日本語と出会うことなどから自己の言語学習観、―第一言語、第二言語、外国語
に関わらずー、を相対化して考察することになり、それによって外国語学習経験を内省す
る LLH と相通じる視点を得ていたのではないだろうか。この観点に立つと、タイプ B だけ
でなく多くの卒業論文研究に同様の傾向が見いだせることが予測される。 
4-4 大学教育における【養成】と資質としての【態度】涵養 
日本語教員養成における【態度】涵養を考えるとき、日本語教員養成プログラムを彼ら
の自律的な学修の場とするためには、自らの経験を深める機会/場をどのように布置してい
くかが肝要となろう。ただしタイプ B の卒論研究を行った学生 5 名は、卒業後の進路とし
ていずれも日本語教員の道を選択していない。日本語教員【養成】において【態度】が涵
養されていたとしても、学生がその道を歩むとは限らない。この点は【養成】といっても
大学教育修了におけるそれと、日本語教師養成研修（420 単位以上）や日本語教育能力検定
試験合格者との相違点として認めざるを得ない。いわゆる大学卒業後の出口とそれまでの
専門教育とが整合性のとれるものである必要はあるが、日本語教員が大学新卒者の職業選
択対象として十分に熟した業界であると断言しづらいのも事実である。 
専門職育成の意味において上述のような矛盾を孕んでいることは認めざるを得ないもの
の、ならば大学における日本語教員【養成】や資質としての態度【涵養】の意義はどこに
あるのか、LLH などを手掛かりに内省し考察する能力はどのように評価できるのだろうか。
筆者は明確な答えを持ちえないが、翻って日本社会が今後多様な背景をもつ人々とともに
築いていく社会を目指すとしたら、そしてそこでとともに働き暮らす社会人が求められる
なら、大学における日本語教員【養成】が資格に関わる学修過程であるとともに、涵養さ
れた【態度】は、むしろ多様な社会において貢献できる可能性のある市民育成につながる
と、前向きにとらえることはできないだろうか。 
おわりに 
 以下は、直近（2019 年 7 月現在）の日本語教育に関わる法令である（「日本語教育の推進
に関する法律（令和元年法律第 48 号）」）。ここには、日本語教育に従事する者の能力及び資
質向上並びに処遇の改善云々が挙げられている。これが今後の日本語教育界にもたらす影
響は計り知れないだろう。同時に、日本語教育の所掌が、入国管理の省庁であることを改
めて知らされる。日本語教師養成が教育の場・教育の文脈で語られるのが本来的なものと
するためにも、教師教育実践者の課題を真摯に受け止めなければならない。 
 3）日本語教育の水準の維持向上等 
［１］日本語教育を行う機関における日本語教育の水準の維持向上（第 20 条関係） 
国は，日本語教育を行う機関における日本語教育の水準の維持向上を図るため，日本語教
育を行う機関によるその日本語教育に従事する者に対する研修の機会の確保の促進その
他の必要な施策を講ずるものとすること。 
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（10） 
［２］日本語教育に従事する者の能力及び資質の向上等（第 21 条関係） 
ア国は，日本語教育に従事する者の能力及び資質の向上並びに処遇の改善が図られるよう，
日本語教育に従事する者の養成及び研修体制の整備，国内における日本語教師の資格に関
する仕組みの整備，日本語教師の養成に必要な高度かつ専門的な知識及び技能を有する者
の養成その他の必要な施策を講ずるものとすること。 
注１ 日本語日本文学科では、2015 年度入学生から新カリキュラムに改訂を行い、日本語教員養成科目の
見直しも行った。その結果、2014 年度までの入学者は指定科目から 35 単位以上取得で日本語教員
資格が認定されたが、2015 年度以降は 37 単位以上で認定されることとなった。なお本学科は主専
攻・副専攻を設けていないが、開講されている 39 科目（77 単位）のうちから 45 単位以上取得した
ものは主専攻相当としている。 
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